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地域企業だからこそ始める「DX」
20社限定！「伴走型」DX支援の開始！

経営者の皆さまへ

DXを始めたいが

何をしたらいいか

わからない

投資効果がわからない

セキュリティ対策が不安

経営指標の分析や

データを活用した

マーケティングが

できていない

こんなお悩み、ありませんか？こんなお悩み、ありませんか？こんなお悩み、ありませんか？

私たちにお任せください！
豊富な実務経験を持つ中小企業診断士や金融機関職員が対応。

 全５回の面談行い、「DX推進計画書」を作成します。

社員の理解が得られない

ITに詳しい人材がいない

社内の情報共有が

うまくいかない

業務が属人化している

経営の方向性を明確に
DXの目的やゴールを言語化
する事で、経営戦略とデジ
タル活用が結びつく。
「DX推進」が社内外へ伝え
やすくなる。

1 社内の意識を統一化

経営層から現場まで、共通
の目標を持って取組める。
部門間の連携がスムーズに
なり、DX推進が加速する。

1 DXの優先順位が明確化
現状の課題を整理し、どこ
から手を付けるべきか見え
る化できる。
効果的な投資判断が可能と
なる。

1 進捗管理・評価が可能
計画に基づいてKPIやマイル
ストーンを設定できる。
PDCAサイクルを回しやすく
なり、継続的な改善が可能
となる。

1 リスク予防・対応力向上
DXに伴うセキュリティや業
務変更のリスクを事前に把
握し、対策が可能となる。
トラブル時の対応方針も明
文化できる。

1 企業価値・信頼性向上
社外（取引先・金融機関・
求職者など）へのアピール
材料になる。
「変化に対応できる企業」
としての、ブランド力が高
まる。
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相談

無料

まずは相談から！

経験豊富な相談員が無料で対応します！
本事業では、県内全産業の「稼ぐ力」強化に向け、金融機関グループと支援

機関の連携により、DXに関する継続的な伴走支援を行い、県内事業者におけ

るDX推進の自走化及び生産性向上の実現を目的としております。

対象者

募集期間

募集者数

支援実施者

費用

支援内容

申込方法

自社のDX推進に取組む県内事業者・団体　

※IT事業者除く

2026年9月1日(火) ～ 2026年9月30日(水)　
※お申込み多数の場合は、厳正なる選考の上、補助事業者を決定させていただきます。

※結果につきましては、後日メールにてご連絡申し上げます。

最大20社

株式会社みらいおきなわ・沖縄県中小企業診断士協会

株式会社沖縄銀行

事業者負担額：100,000円

※沖縄県補助額：900,000円（補助率最大：9/10）

①課題分析、計画書等の策定に関する伴走支援

※原則、全5回の面談

②DX推進計画書の策定支援

【DX推進計画書のアウトプット案】

ビジネスモデル、ITガバナンス、経営方針、DX推進体制図、

戦略マップ、SWOT分析、業務フロー、実施計画、ロードマップ、

ソリューション案、予算案、投資効果など　

※計画書の作成物は、状況に応じて変更となる場合があります。

右記のQRコードからお申込みお願いいたします

令和８年度 DX支援機関連携促進事業補助金コンソーシアム

令和８年度 DX支援機関連携促進事業補助金
事務局：株式会社みらいおきなわ

場　所：OKINAWA INNOVATION
LAB（沖縄銀行本店１F）

電　話：098-860-0960

担　当：宮平・田代・城間

支援期間
2026年10月 ～ 2027年2月　
※原則として３週間～１か月に１回の間隔で、５回の面談を予定しております。
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